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在日合衆国軍隊の用に供する国有財産及び民公有財産の一時使用等の許可に係る審査基準等について

（平.6.9.30.付施本第1753号(CFA)）

（下線は今回改正部分）

改 正 案 現 行

別添２ 別添２

在日合衆国軍隊の用に供する民公 在日合衆国軍隊の用に供する民公

有財産の一時使用等の許可に係る 有財産の一時使用等の許可に係る

審査基準等 審査基準等

１ 使用又は収益を許可する範囲 １ 使用又は収益を許可する範囲

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力

及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区 及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区

域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に 域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に

関する協定の実施に伴う国有の財産の管理に 関する協定の実施に伴う国有の財産の管理に

関する法律（昭和２７年法律第１１０号。以 関する法律（昭和２７年法律第１１０号。以

下「法」という。）第４条第１項の規定によ 下「法」という。）第４条第１項の規定によ

り、在日合衆国軍隊に提供中の民公有財産（ り、在日合衆国軍隊に提供中の民公有財産（

以下「提供民公有財産」という。）をその用 以下「提供民公有財産」という。）をその用

途又は目的を妨げない限度において、国以外 途又は目的を妨げない限度において、国以外

の者の使用又は収益の許可（以下「一時使用 の者の使用又は収益の許可（以下「一時使用

等の許可」という。）ができる範囲の基準は 等の許可」という。）ができる範囲の基準は

、次の各号のいずれかに該当する場合とする 、次の各号のいずれかに該当する場合とする

。 。

(1) 公共の利益となる事業の用に供する場 (1) 公共の利益となる事業の用に供する場

合 合

(2) 申請に係る提供民公有財産を国に供与 (2) 申請に係る提供民公有財産を国に供与

している者（以下「所有者等」という。 している者（以下「所有者等」という。

）の用に供する場合 ）の用に供する場合

(3) 使用又は収益の期間が短期間である場 (3) 使用又は収益の期間が短期間である場

合 合

(4) 前３号に定めるもののほか、地方防衛 (4) 前３号に定めるもののほか、防衛施設

局長又は地方防衛支局長（長崎防衛支局 局長又は防衛施設支局長（以下「局長等

長を除く。以下「地方防衛局長等」とい 」という。）が特別の理由により一時使

う。）が特別の理由により一時使用等の 用等の許可をすることを必要と認め、あ

許可をすることを必要と認め、あらかじ らかじめ防衛施設庁施設部長（以下「施

め地方協力局長に協議してその承認を得 設部長」という。）に協議してその承認

た場合 を得た場合

２ 一時使用等の許可の申請 ２ 一時使用等の許可の申請

地方防衛局長等は、一時使用等の許可の申 局長等は、一時使用等の許可の申請をしよ

請をしようとする者（以下「申請者」という うとする者（以下「申請者」という。）から

。）から次に掲げる事項を記載した申請書を 次に掲げる事項を記載した申請書を提出させ

提出させなければならない。 なければならない。

(1) 申請者の住所及び氏名（法人にあって (1) 申請者の住所及び氏名（法人にあって

は、名称、住所及び代表者名） は、名称、住所及び代表者名）

(2) 申請に係る提供民公有財産の所在する (2) 申請に係る提供民公有財産の所在する

施設名、所在地、区分（種目）及び数量 施設名、所在地、区分（種目）及び数量

(3) 使用又は収益の目的及び内容 (3) 使用又は収益の目的及び内容

(4) 使用又は収益の期間 (4) 使用又は収益の期間
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(5) 使用料 (5) 使用料

(6) 申請に係る提供民公有財産について現 (6) 申請に係る提供民公有財産について現

状変更（建物又は工作物の新設を含む。 状変更（建物又は工作物の新設を含む。

以下同じ。）をしようとする場合は、現 以下同じ。）をしようとする場合は、現

状変更に係る部分の区分（種目）及び数 状変更に係る部分の区分（種目）及び数

量並びに現状変更の内容及び理由 量並びに現状変更の内容及び理由

(7) その他地方防衛局長等が必要と認める (7) その他局長等が必要と認める事項

事項

３ 施設特別委員会への提案の上申 ３ 施設特別委員会への提案の上申

地方防衛局長等は、一時使用等の許可をし 局長等は、一時使用等の許可をしようとす

ようとするときは、現地合衆国軍隊の意向を るときは、現地合衆国軍隊の意向を確認の上

確認の上、地方協力局次長に対し施設特別委 、防衛施設庁長官に対し施設特別委員会への

員会への提案の上申書を提出しなければなら 提案の上申書を提出しなければならない。

ない。

４ 一時使用等の許可の拒否 ４ 一時使用等の許可の拒否

地方防衛局長等は、当該事案の内容が次の 局長等は、当該事案の内容が次の各号のい

各号のいずれかに該当する場合は、一時使用 ずれかに該当する場合は、一時使用等の許可

等の許可を拒否するものとし、行政手続法（ を拒否するものとし、行政手続法（平成５年

平成５年法律第８８号）第８条の規定により 法律第８８号）第８条の規定により、申請者

、申請者に対し理由を書面により示さなけれ に対し理由を書面により示さなければならな

ばならない。 い。

(1) 第１項第１号から第４号までに該当し (1) 第１項第１号から第４号までに該当し

ない場合 ない場合

(2) 現地合衆国軍隊の内諾が得られなかっ (2) 現地合衆国軍隊の内諾が得られなかっ

た場合 た場合

(3) 合同委員会において承認が得られなか (3) 合同委員会において承認が得られなか

った場合 った場合

(4) その他当該財産の管理上支障があると (4) その他当該財産の管理上支障があると

認められる場合 認められる場合

５ 一時使用等の許可の期間 ５ 一時使用等の許可の期間

一時使用等の許可の期間及び当該期間の更 一時使用等の許可の期間及び当該期間の更

新は、使用又は収益の態様に応じて１年以内 新は、使用又は収益の態様に応じて１年以内

とするものとする。 とするものとする。

６ 使用料 ６ 使用料

(1) 使用料は、一時使用等の許可をする提 (1) 使用料は、一時使用等の許可をする提

供民公有財産（以下「使用財産」という 供民公有財産（以下「使用財産」という

。）に係る使用又は収益の期間の属する 。）に係る使用又は収益の期間の属する

年度（以下この号において「当該年度」 年度（以下この号において「当該年度」

という。）の１年分の賃借料相当額（「 という。）の１年分の賃借料相当額（イ

イーズメント使用料の算定について（通 ーズメント使用料等算定基準（昭和６０

達）」（平成１９年８月３０日付施本第 年防衛施設庁訓令第１９号）第２条に規

１３８７号）第１の２に規定する賃借料 定する賃借料相当額をいう。以下この項

相当額をいう。以下この項において同じ において同じ。）に、イーズメント使用

。）に、イーズメント使用料等算定基準 料等算定基準の例によって得た割合を乗

の例によって得た割合を乗じて得られる じて得られる額を年額とし、使用又は収

額を年額とし、使用又は収益の期間に応 益の期間に応じて年額又は月額（月未満

じて年額又は月額（月未満の端数を生じ の端数を生じたときは、日数に応じて日
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たときは、日数に応じて日割計算する。 割計算する。）をもって定める。ただし

）をもって定める。ただし、当該使用又 、当該使用又は収益の期間に対応する当

は収益の期間に対応する当該年度の賃借 該年度の賃借料相当額の１００分の９０

料相当額の１００分の９０を超えないも を超えないものとする。

のとする。

(2) 次号の規定により使用料を減額して改 (2) 次号の規定により使用料を減額して改

定することが見込まれる場合の使用料は 定することが見込まれる場合の使用料は

、前号の規定により算定される使用料（ 、前号の規定により算定される使用料（

次号の規定により改めて算定されるもの 次号の規定により改めて算定されるもの

を除く。以下「第１号使用料」という。 を除く。以下「第１号使用料」という。

）に１００分の８０を乗じて得た額をも ）に１００分の８０を乗じて得た額をも

って定める。 って定める。

(3) 地方防衛局長等は、使用又は収益の期 (3) 局長等は、使用又は収益の期間中又は

間中又はこの期間満了後に使用財産に係 この期間満了後に使用財産に係る賃借料

る賃借料相当額が改定された場合には、 相当額が改定された場合には、改定後の

改定後の賃借料相当額を基に、第１号の 賃借料相当額を基に、第１号の規定によ

規定により改めて使用料を算定し、提供 り改めて使用料を算定し、提供民公有財

民公有財産一時使用許可書の使用料を改 産一時使用許可書の使用料を改定するも

定するものとする。 のとする。

(4) 地方防衛局長等は、使用料が第２号の (4) 局長等は、使用料が第２号の規定によ

規定によるものである場合において、前 るものである場合において、前号に規定

号に規定する使用財産に係る賃借料相当 する使用財産に係る賃借料相当額の改定

額の改定がなかったときは、第１号使用 がなかったときは、第１号使用料をもっ

料をもって使用料とし、提供民公有財産 て使用料とし、提供民公有財産一時使用

一時使用許可書の使用料を改定するもの 許可書の使用料を改定するものとする。

とする。

(5) 前４号の規定にかかわらず、飛行場、 (5) 前４号の規定にかかわらず、飛行場、

電柱敷その他の国有財産について、特に 電柱敷その他の国有財産について、特に

定めのある場合には、これを準用する。 定めのある場合には、これを準用する。

(6) 地方防衛局長等は、使用料を前納させ (6) 局長等は、使用料を前納させるものと

るものとする。ただし、特別の事情があ する。ただし、特別の事情があるときは

るときは、分割して定期に前納させるこ 、分割して定期に前納させることができ

とができる。 る。

(7) 地方防衛局長等は、使用者が使用料を (7) 局長等は、使用者が使用料を指定納入

指定納入期日までに納入しないときは、 期日までに納入しないときは、国の債権

国の債権の管理等に関する法律施行令（ の管理等に関する法律施行令（昭和３１

昭和３１年政令第３３７号）第２９条第 年政令第３３７号）第２９条第１項本文

１項本文に規定する率により計算した金 に規定する率により計算した金額を延滞

額を延滞金として徴さなければならない 金として徴さなければならない。

。

(8) 地方防衛局長等は、第１０項の規定に (8) 局長等は、第１０項の規定により使用

より使用又は収益を中断させ、第１１項 又は収益を中断させ、第１１項第１号の

第１号の規定により一時使用等の許可等 規定により一時使用等の許可等を取り消

を取り消し、又は法第４条第２項の規定 し、又は法第４条第２項の規定により使

により使用又は収益の権利が消滅した場 用又は収益の権利が消滅した場合には、

合には、請求に基づき使用料の一部若し 請求に基づき使用料の一部若しくは全部

くは全部を免除し又は返還することがで を免除し又は返還することができる。

きる。

７ 一時使用等の許可 ７ 一時使用等の許可

(1) 地方防衛局長等は、日本国と合衆国と (1) 局長等は、日本国と合衆国との間に合
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の間に合意が成立した旨の地方協力局次 意が成立した旨の施設部長からの通知が

長からの通知があった後、一時使用等の あった後、一時使用等の許可を提供民公

許可を提供民公有財産一時使用許可書を 有財産一時使用許可書を交付して行うも

交付して行うものとする。 のとする。

(2) 地方防衛局長等は、一時使用等の許可 (2) 局長等は、一時使用等の許可に際して

に際して必要と認めるときは、許可の条 必要と認めるときは、許可の条件の一部

件の一部を変更することができる。 を変更することができる。

８ 使用の方法等 ８ 使用の方法等

(1) 地方防衛局長等は、使用財産について (1) 局長等は、使用財産について現状変更

現状変更を伴わない一時使用等の許可を を伴わない一時使用等の許可をした場合

した場合は現状のまま、現状変更を伴う は現状のまま、現状変更を伴う一時使用

一時使用等の許可をした場合はその範囲 等の許可をした場合はその範囲で使用者

で使用者に使用又は収益をさせ、かつ、 に使用又は収益をさせ、かつ、維持保存

維持保存をさせなければならない。 をさせなければならない。

(2) 地方防衛局長等は、使用者が使用財産 (2) 局長等は、使用者が使用財産について

について支出した必要経費及び有益費そ 支出した必要経費及び有益費その他の費

の他の費用の償還はこれを行わないもの 用の償還はこれを行わないものとする。

とする。

９ 現状変更 ９ 現状変更

地方防衛局長等は、一時使用等の許可に係 局長等は、一時使用等の許可に係る部分の

る部分の現状変更については、当該現状変更 現状変更については、当該現状変更が合衆国

が合衆国軍隊の正規の使用の目的にとって有 軍隊の正規の使用の目的にとって有害でない

害でないこと、及び必要やむを得ないもので こと、及び必要やむを得ないものであること

あることが確認されたときに限り認めるもの が確認されたときに限り認めるものとする（

とする（一時使用等の許可をした後における 一時使用等の許可をした後における現状変更

現状変更についても同様とする。）。 についても同様とする。）。

10 使用又は収益の中断 10 使用又は収益の中断

(1) 地方防衛局長等は、使用又は収益の期 (1) 局長等は、使用又は収益の期間中に、

間中に、協定条件（日本国とアメリカ合 協定条件（日本国とアメリカ合衆国との

衆国との間の相互協力及び安全保障条約 間の相互協力及び安全保障条約第六条に

第六条に基づく施設及び区域並びに日本 基づく施設及び区域並びに日本国におけ

国における合衆国軍隊の地位に関する協 る合衆国軍隊の地位に関する協定第２条

定第２条第４項（ａ）ただし書による合 第４項（ａ）ただし書による合意（これ

意（これに基づく現地協定を含む。）を に基づく現地協定を含む。）をいう。次

いう。次項において同じ。）に基づいて 項において同じ。）に基づいて合衆国軍

合衆国軍隊が使用財産を一時的に使用す 隊が使用財産を一時的に使用することと

ることとなったときは、使用者の使用又 なったときは、使用者の使用又は収益を

は収益を直ちに中断させ、合衆国軍隊の 直ちに中断させ、合衆国軍隊の用に供さ

用に供さなければならない。 なければならない。

(2) 前号の規定により使用又は収益を中断 (2) 前号の規定により使用又は収益を中断

させた使用財産について合衆国軍隊の当 させた使用財産について合衆国軍隊の当

該使用が終了した時になお使用者の一時 該使用が終了した時になお使用者の一時

使用等の許可の期間が満了していない場 使用等の許可の期間が満了していない場

合は、従前の使用者に引き続き使用又は 合は、従前の使用者に引き続き使用又は

収益をさせるものとする。 収益をさせるものとする。

11 一時使用等の許可の取消し 11 一時使用等の許可の取消し

地方防衛局長等は、次の各号のいずれかに 局長等は、次の各号のいずれかに該当する
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該当する場合は、一時使用等の許可の全部又 場合は、一時使用等の許可の全部又は一部を

は一部を取り消さなければならない。 取り消さなければならない。

(1) 合同委員会において、使用財産に関す (1) 合同委員会において、使用財産に関す

る従前の合意に抵触する新たな合意が成 る従前の合意に抵触する新たな合意が成

立した場合又は協定条件に基づき使用又 立した場合又は協定条件に基づき使用又

は収益を終了させるよう合衆国政府から は収益を終了させるよう合衆国政府から

通告があった場合 通告があった場合

(2) 使用者が一時使用等の許可の条件に著 (2) 使用者が一時使用等の許可の条件に著

しく違反した場合 しく違反した場合

(3) 使用者が使用期間の開始後30日を経過 (3) 使用者が使用期間の開始後30日を経過

しても正当な理由なく使用又は収益を開 しても正当な理由なく使用又は収益を開

始しない場合 始しない場合

12 使用財産の返還 12 使用財産の返還

(1) 地方防衛局長等は、次のアからエまで (1) 局長等は、次のアからエまでのいずれ

のいずれかに該当する場合は、使用者か かに該当する場合は、使用者から遅滞な

ら遅滞なく使用財産を国に返還させなけ く使用財産を国に返還させなければなら

ればならない。 ない。

ア 法第４条第２項の規定により使用又は ア 法第４条第２項の規定により使用又は

収益の権利が消滅した場合 収益の権利が消滅した場合

イ 一時使用等の許可の期間が満了した場 イ 一時使用等の許可の期間が満了した場

合 合

ウ 前項の規定により一時使用等の許可を ウ 前項の規定により一時使用等の許可を

取り消した場合 取り消した場合

エ 使用者が使用又は収益を辞退した場合 エ 使用者が使用又は収益を辞退した場合

(2) 地方防衛局長等は、現状変更を伴う一 (2) 局長等は、現状変更を伴う一時使用等

時使用等の許可をしている使用財産を返 の許可をしている使用財産を返還させる

還させるときは、使用者の負担で当該使 ときは、使用者の負担で当該使用財産を

用財産を原状に回復させなければならな 原状に回復させなければならない。ただ

い。ただし、地方防衛局長等は前号アの し、局長等は前号アの規定により使用財

規定により使用財産を返還させる場合は 産を返還させる場合は、所有者等の同意

、所有者等の同意を得て使用者の原状回 を得て使用者の原状回復の義務を免除す

復の義務を免除することができる。この ることができる。この場合において、局

場合において、地方防衛局長等は所有者 長等は所有者等が損失の補償を請求する

等が損失の補償を請求するときは、使用 ときは、使用者に原状回復費相当額又は

者に原状回復費相当額又は現状変更によ 現状変更により生じた損失相当額を国又

り生じた損失相当額を国又は所有者等に は所有者等に補償させなければならない

補償させなければならない。 。

(3) 地方防衛局長等は、前号の規定により (3) 局長等は、前号の規定により使用者に

使用者に原状回復をさせた場合には、原 原状回復をさせた場合には、原状回復の

状回復の工事期間中の使用料に相当する 工事期間中の使用料に相当する額を管理

額を管理費として使用者に負担させなけ 費として使用者に負担させなければなら

ればならない。 ない。

13 聴聞手続等及び理由の提示 13 聴聞手続等及び理由の提示

地方防衛局長等は、許可の取消し又は使用 局長等は、許可の取消し又は使用若しくは

若しくは収益の中断の不利益処分をする場合 収益の中断の不利益処分をする場合は、行政

は、行政手続法第１３条第１項の規定により 手続法第１３条第１項の規定により聴聞又は

聴聞又は弁明の機会に関する手続を経るとと 弁明の機会に関する手続を経るとともに、同

もに、同時に、同法第14条の規定により当該 時に、同法第14条の規定により当該不利益処

不利益処分の理由を書面により示さなければ 分の理由を書面により示さなければならない
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ならない。 。

14 教示 14 教示

地方防衛局長等は、一時使用等の許可又は 局長等は、一時使用等の許可又は許可の取

許可の取消し等の行政処分（行政手続法第２ 消し等の行政処分（行政手続法第２７条第２

７条第２項の適用があるものを除く。）をす 項の適用があるものを除く。）をする場合は

る場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律 、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９

第１３９号）第４６条第１項及び行政不服審 号）第４６条第１項及び行政不服審査法（昭

査法（昭和３７年法律第１６０号）第５７条 和３７年法律第１６０号）第５７条第１項の

第１項の教示をするものとする。ただし、一 教示をするものとする。ただし、一時使用等

時使用等の許可の更新に対して、同一財産の の許可の更新に対して、同一財産の同一条件

同一条件による一時使用等を許可する場合で による一時使用等を許可する場合で、前回の

、前回の許可の際教示しているときはこの限 許可の際教示しているときはこの限りでない

りでない。 。

15 所有者等の利益尊重 15 所有者等の利益尊重

地方防衛局長等は、一時使用等の許可に際 局長等は、一時使用等の許可に際しては、

しては、所有者等の利益を損なうことのない 所有者等の利益を損なうこ とのないよう措

よう措置しなければならない。 置しなければならない。

16 所有者等に対する特例 16 所有者等に対する特例

地方防衛局長等は、所有者等から一時使用 局長等は、所有者等から一時使用等の許可

等の許可の申請がなされた場合には、第５項 の申請がなされた場合には、第５項から第７

から第７項までの規定にかかわらず、駐留軍 項までの規定にかかわらず、駐留軍の用に供

の用に供する土地等の賃借等の処理に関する する土地等の賃借等処理要領（昭和３８年防

訓令（平成１９年防衛省訓令第７６号）第４ 衛施設庁訓令第１７号）第４１条の改定契約

１条の改定契約を行うことにより所有者等に を行うことにより所有者等に使用又は収益さ

使用又は収益させることができる。この場合 せることができる。この場合には、当該契約

には、当該契約によって、許可の条件と同一 によって、許可の条件と同一内容の条件を約

内容の条件を約定するものとする。ただし、 定するものとする。ただし、局長等が必要と

地方防衛局長等が必要と認める場合には、許 認める場合には、許可の条件と異なる条件を

可の条件と異なる条件を約定することができ 約定することができる。

る。

17 特殊事例 17 特殊事例

地方防衛局長等は、この要領により難い場 局長等は、この要領により難い場合は、施

合は、地方協力局長に協議しなければならな 設部長に協議しなければならない。

い。

18 細部事項 18 細部事項

この基準を実施するために必要な細部の取 この基準を実施するために必要な細部の取

扱いについては、地方協力局長の定めるとこ 扱いについては、施設部長の定めるところに

ろによるものとする。 よるものとする。


